
様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 一般就労後の職場定着フォローアップに関する調査 

事 業 目 的 

障害者の一般就労は増加しているが、就労後のフォローアップについて

の実態調査はこれまでほとんど行われてこなかった。 

本調査では、全国の事業所に対してアンケート調査を実施し、先進的事

例や独自の取り組みに対してヒアリング調査も行うことで、就労後の職場

定着支援の実態を定量的・定性的に把握し、今後の職場定着支援の在り方

について提言を行うことを目的とした。 

（250 字程度で簡潔に記入） 

事 業 概 要 

アンケート調査として、全国の就労移行支援事業所 746 ヶ所、就労支援

機関（障害者就業・生活支援センターや自治体独自の支援機関）326 ヶ所に

アンケートを郵送・メールした。 

回収したアンケート結果を集計・分析し、アンケートの結果と検討委員

会での論議に基づいてヒアリング調査の対象となる全国26カ所の事業所を

選定した。ヒアリング調査においては、調査項目を決め、項目に沿ってヒ

アリングを行った。調査結果は事業報告書にまとめている。 

（250 字程度で簡潔に記入） 

事業実施結果 

及び効果 

就労移行支援事業所からの就職者は、就労後 5 年で平均 5 割ほど離職し

ていた。職場定着率は、出身事業所が主体的に定着支援を行っている方が

高い。現行制度では就労支援機関へ非常に大きな負荷がかかっており、就

労移行支援事業所が無償で支援を継続している場合も多い。 

就労支援ネットワークは地域差があるものの、ネットワークが機能して

いる地域では、事業所間ネットワークが存在し、自立支援協議会との二重

構造で地域の就労支援を支えていた。 

今後の就労支援施策において、一般就労後の定着支援は、出身事業所が

継続的な職場定着支援を行いつつ、地域の福祉資源を徐々に活用していく

ことが望ましい。 

（250 字程度で簡潔に記入） 

事 業 主 体 

〒235－0032 

神奈川県横浜市磯子区新杉田町 8番地の 7 

社会福祉法人 電機神奈川福祉センター 

TEL：045-772-2100 E-MAIL：poco@denkikanagawa.or.jp 

 （注）１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、

分かりやすい表現に努めること。 

   ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を

必ず提出すること。 


